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研究要旨 
 がん対策の目標設定・評価については、諸外国に先行事例が多い。日本におけるがん

対策の計画・評価の在り方について今後の示唆を得ることを目的として、公表資料によ

る調査を実施した。米国における健康計画 Healthy People、米国各州のがん対策計画、

英国・イングランドにおける NHS Long Term Plan, NHS Cancer Programme につい

て、計画の策定方法、計画の概要、目標の設定方法、モニタリング・フィードバックシ

ステム、目標の評価方法、達成状況等について調査した。米国、英国とも、がん対策企

画・立案・評価におけるガバナンスに関して、全体の委員会の下に多くのサブ委員会や

ワーキング・グループが設定されていた。特に英国では専門家だけでなく、患者・市民

参画を多様な関係者の参与が実現されていた。また、両国とも計画の進捗評価のための

データベースが整備されていた。日本において取り組むべき課題として、モニタリング

およびデータベースの充実、指標の優先順位の明確化、健康格差への取り組み、それら

を可能とする組織体制の構築の重要性が明らかとなった。 
 

Ａ．研究目的 

がん対策の目標設定・評価の方法について、

諸外国（アメリカ、英国）において参考となる

取組に関する情報を収集し、我が国におけるが

ん対策の計画・評価の在り方について今後の示

唆を得ることを目的として、インターネット上

に公表されている資料による調査を実施した。 

 

Ｂ．研究方法 

2020年1～2月時点における公表資料を基に、

特に「がん対策における数値目標の達成状況と

その評価方法」に注目した情報を収集・整理し

た。がん対策のアウトカム指標であるがん罹患

率・死亡率や次期健康日本 21 における目標値

設定のポイントとなる「健康格差」に関しても

着目し情報を収集した。 

 調査対象は、米国における健康計画 Healthy 

People、米国各州のうち参考となる取組を実施

しており公開資料の多い州のがん対策計画、英

国・イングランドにおける NHS Long Term 

Plan, NHS Cancer Programme とした。 

 上記について、計画の策定方法、計画の概要、

目標の設定方法、モニタリング・フィードバッ

クシステム、目標の評価方法、達成状況等につ

いて調査した。本調査は株式会社 PwC の協力

を得て実施された。 

 

Ｃ．研究結果 

(1) 米国・Healthy People 

＜計画の変遷＞ 

Healthy People はすべての人々の健康を向

上させ、健康格差を改善するための国家的な健

康促進と疾病予防の取組をとりまとめたもの

であり、1980 年代に開始し、直近の計画は
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Healthy People 2030 である。Healthy People

のこれまでの計画の変遷について表 1、図 1 に

まとめた。目標設定に関しては分野別に多くの

指標が設定されているが、Healthy People 

2010 の頃より、主要な健康指標（Leading 

Health Indicators: LHI）という表現で各分野

から重要な指標を抽出する方向性となった（図

1）。 

がんの領域に特化したこれまでの Healthy 

People における目標設定と評価結果について

図 2～4 に示した。Healthy People 2000 では、

全がん死亡だけでなく、肺がん、乳がん、子宮

頸がん、大腸がん死亡のように、がん種別の死

亡率減少も目標値設定された。子宮頸がん以外

は目標を上回り達成していた。他に喫煙率や栄

養、検診受診率なども目標設定された（図 2）。

この計画の評価時点ですでに人種・民族、性別、

セクシャリティ、障害や特別な健康管理の有無、

地域（都市・地方）ごとに定義されたサブグル

ープごとの評価がなされ、健康格差の視点は組

み込まれていた。 

Healthy People 2010 においては、Healthy 

People 2000 での評価を踏まえ、州レベルで正

しい罹患数の把握ができるようがん登録の実

施に関する目標も加えられた。15 の目標のう

ち、前立腺がん死亡率減少および大腸内視鏡検

査によるがん検診受診率が達成した。悪性黒色

腫死亡率や運動に関するカウンセリングや、子

宮頸がん検診受診率などの項目はむしろ悪化

した（図 3-A）。人種、教育歴や世帯収入ごと

の目標の評価もなされ、サブグループごとに最

も良い群（Best group）との比較で表現された

（ 図 3-B ） 。

（https://www.cdc.gov/nchs/healthy_people/h

p2010/hp2010_final_review.htm, Cancer部分 

https://www.cdc.gov/nchs/data/hpdata2010/h

p2010_final_review_focus_area_03.pdf） 

Healthy People 2020 においては、大腸がんや

子宮頸がんの浸潤がん罹患率や、進行期の乳が

ん罹患率の減少も目標設定された。分野別の最

終評価報告書は 2021 年 4 月時点でまだ公開さ

れていないが、中間評価時点

（https://www.cdc.gov/nchs/data/hpdata2020

/HP2020MCR-C05-Cancer.pdf）では 27 の目

標のうち 24 の測定可能な項目の中では 5 個の

目標が達成しており、子宮頸がん検診受診率な

どが悪化していた（図 4）。（最終報告概要 

https://health.gov/sites/default/files/2020-12/

HP2020RevisedEndofDecadeSnapshot_0.pdf, 

一覧表 

https://www.cdc.gov/nchs/healthy_people/hp

2020/progress-tables.htm ） 

 

 以下は、Healthy People 2030 策定に関して、

策定のプロセスや目標値設定の方法について、

まとめた。 

 

＜計画策定の構成員＞ 

Healthy People2030 の計画は、専門家 13

人からなる委員会のもと、目標の修正・作成は、

サブ委員会やワーキンググループ（WG）にお

い て 検 討 さ れ て い る （ 図 5 ）

（https://www.healthypeople.gov/2020/About

-Healthy-People/Development-Healthy-Peop

le-2030/Advisory-Committee/Committee-Me

mbers）。委員会メンバーは公衆衛生、臨床、

統計の専門家等から構成されている。Healthy 

People 2030 の目標に関する提言は主に 4 つの

サブ委員会が行っている。目標の修正・作成は、

サブ委員会と委員会で承認された基準を基に

ワークグループ（WG）が担当しており、当目

標 を Federal Interagency Workgroup と

Objective Review Subcommittee がレビュー

を行う体制になっている。 

 

＜目標値設定＞ 
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Healthy People 2030 では、コア目標・開発

目標・研究目標からなる目標が定められている

（図 6）。コア目標は、根拠に基づく介入

（Evidence-based Intervention: EBI）による

評価が可能である 355 の測定可能な公衆衛生

目標が設定された。そのうち、健康と福祉の改

善に向けた行動を推進するためにより優先度

が高く設定された主要な健康指標（Leading 

Health Indicators: LHI）は23項目ある（図7）。

がんに関連したものでは喫煙・飲酒・肥満など

リスク要因に関する項目の他には、大腸がん検

診の受診が LHI に設定されていた。開発目標

と研究目標はいずれコア目標になる候補とし

てエビデンスの収集が求められている。コア目

標は 5 段階（達成又は上回っている／改善して

いる／ほとんど又は全く変化していない／悪

化している／進捗不明）で評価される。 

目標値の設定方法に関しては、目標の特徴に

合わせたガイドラインが示されている（図 8）。

例えば、3 つ以上の比較可能データポイントを

有さない場合は改善率を設定することが推奨

されている一方、データを有する場合はトレン

ド分析等の分析手法が推奨されている。がん領

域においては 16 の目標が設定されているが、

その内訳はコア目標が 12、開発目標が 1、研究

目標が 3 であり、コア目標の目標値の設定方法

には、Percent improvement、Percent point 

improvement、Projection、Minimal statistical 

significance のいずれかの手法が適用されてい

る（表 2）。 

 

＜進捗評価＞ 

計画の進捗は CDC の国立衛生統計センター

（ National Center for Health Statistics: 

NCHS）によって、80 を超えるさまざまなデ

ータソースを使用して管理されている。NCHS

は包括的なデータベースである HP2030

（https://www.cdc.gov/nchs/about/factsheets/

factsheet-hp2030.htm#NCHS-Role-HP2030）

の 更 新 や 、 HP2030 格 差 ツ ー ル

（https://www.cdc.gov/nchs/about/factsheets/

factsheet-hp2030.htm#NCHS-Role-HP2030）

の開発等を行っている。なお、NCHS は

HP2030 の目標や目標値の検討の際にも各種

データやツールを提供するなどの技術的支援

を行っている。 

統計データは healtypeople.gov において最

新の情報が公開されており、目標ごとに、目標

の内容とベースライン、使用されたデータソー

ス、利用可能なデータの場所も記載されている。

期間中のデータの推移が表やグラフ形式で示

されており、結果は性・人種・年齢・地域（都

市部/それ以外）・婚姻状況等別にも表示される。

データはトピック領域ごともしくはデータソ

ースごとに検索が可能であり、さらに属性での

絞り込みや、利用可能な場合は標準誤差と信頼

区間を表示することも選択可能である。 

 

(2) 米国・National Comprehensive Cancer 

Control Program (NCCCP) 

米国 CDC において全米包括的がん対策プロ

グラム（NCCCP：National Comprehensive 

Cancer Control Program ）が策定されている。

この計画は米国の各州でがん計画を策定する

ためのガイドラインとなることを意図してお

り、計画立案のプロセスを詳細に提示し、実際

に計画立案活動において使用できるツール資

料集を付記するなど、計画策定のノウハウを提

供している。 

NCCCP ではがん対策計画の評価・見直しの

ための自己評価ツール Cancer Plan Self-As

sessment Tool（https://www.cdc.gov/cancer/

ncccp/pdf/CancerSelfAssessTool.pdf）を公開

しているが、あくまで計画としての構成・構造

上のチェックツールであり、がん対策の個別の

施策や評価のためのロジックモデルなどは提
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示されていない。また、がん対策計画の評価を

計画するためのサポートツールとして Comp

rehensive Cancer Control Branch Program

 Evaluation Toolkit（https://www.cdc.gov/ca

ncer/ncccp/prog_eval_toolkit.htm）を公開して

いる。 

CDC は各州のがん対策の策定・実行のため

に資金やノウハウを提供している。Comprehe

nsive Cancer Control Branch には各州など

の窓口である「計画評価連携チーム」、調査研

究をする「科学支援臨床応用チーム」、教育訓

練などをする「研修コミュニケーションチー

ム」がある。計画評価連携チームは各州に対し

専門家を派遣するなどして、成功事例の提供や

進め方のアドバイスを実施している。 

 

(3) 英国・イングランドにおけるがん対策

（NHS Long Term Plan: LTP） 

10 年間の医療政策の長期予算計画であり、

最新版は 2019 年 1 月に策定・公表されている

（図 9）。がん対策としては、2000 年の NHS 

Cancer Plan の際には 75 歳未満がん年齢調整

死亡率の 20％減少等の目標が掲げられ、ほと

んどの目標については 2005 年中間評価の時点

で肯定的な評価が得られていた。LTP では「2

028 年までに、がん診断後、毎年 55,000 人以

上の人々が5年以上生存する」「2028年までに、

がん患者の 75％が早期（ステージ 1 または 2）

に診断されるようになる」ことが目標として定

められている。 

イングランドでは以前より健康格差の是正

も大きな課題の１つとして捉えており、LTP

の計画では特に黒人、アジア人とマイノリティ

民族（black, Asian and minority ethnic：B

AME）のコミュニティでの早期診断割合の向

上の必要性や、白人よりも黒人において前立腺

がんの罹患率が高いこと等について触れられ

ている。格差モニタリングに特化した進捗レポ

ートも報告されている（図 10）。 

LTP のガバナンスは National Cancer Boa

rd を中心として、様々な関係者が参画できる

ようになっている。連携組織の 1 つである Th

e Cancer Data and Analytics Advisory Gr

oup では、英国公衆衛生サービスの疾病登録お

よびがん分析担当ナショナルディレクターが

議長を務めており、利害関係者、アームズ・レ

ングス・ボディ（Arm’s Length Bodies: ALB

s, 政府との独立性を持った公的機関）、および

がんアライアンス（各地域において様々な hos

pital trusts やその他関係機関等が連携してが

ん対策やサービスの改革が推進されるよう設

立された組織体）を組織して、戦略的な分析お

よびデータの問題について助言するとともに、

LTP の提供の進捗状況を測定し、介入方法の評

価を行っている。 

 進捗評価は定期的に進捗レポート（NHS 

Cancer Programme update report）が公表さ

れるほか、National Audit Office においても評

価がなされている。過去には National Audit 

Office の中間評価を受けて新たな行動計画の

策定（Cancer Reform Strategy）がなされてい

る。 

 

 

Ｄ．考察 

 米国では、特に Healthy People2030 につい

てがん分野を中心に詳細に紹介した。目標設定

のフローや網羅的な関連指標の徹底したモニ

タリングおよび経時的な変化の情報開示、目標

設定における優先度の高い指標（LHI）の選定

など、日本にも取り入れるべき内容が多い。目

標設定に関しても、コア目標、研究目標、開発

目標とそれぞれのエビデンスレベルにより分

けられており、現時点でエビデンスがあるもの

や計測可能なものだけでなく、サバイバーシッ

プの項目など、将来的に研究によりエビデンス



22 
 

が出た段階や測定可能になった段階で設定さ

れる予定であることも記載されていたのが特

徴的であった。 

CDC は各州が主体的にがん対策の計画立案

ができるような各種 Tool を提供しているが、

具体的にどのように州レベルで活用されてい

るかについては現時点では不明であった。州レ

ベルのがん対策に関する調査は今後の課題で

ある。 

英国では 2000 年の NHS Cancer Plan にお

いては 75歳未満のがん年齢調整死亡率 20％減

少が全体目標に掲げられていたが、最新の LTP

においては、がん診断後 5 年以上の生存者数の

増加や、早期診断割合の目標値が設定され、サ

バイバーシップや早期診断に方向性がシフト

していることが示唆された。 

ニか国ともがん対策企画・立案・評価におけ

るガバナンスに関して、全体の委員会の下に多

くのサブ委員会や WG が設定されていた。特

にイングランドでは専門家だけでなく、患者・

市民参画を多様な関係者の参与があった。

Healthy People のガバナンス体制をみると、

日本との違いとしては、かなり細かい WG が

数多く設定されていることである。多くの指標

やエビデンス収集・評価のために、内容を特化

させた専門家集団により、作業を行う WG が

必要となることが示唆された。 

日本との大きな違いは、計画の進捗評価のた

めのデータベースの充実ぶりであるといえる。

タイムリーに誰もが Web 上で視覚的に目標の

達成度を確認できる Web システムが構築され

ていた。 

 健康格差に関するモニタリングおよび解消

への取り組みは米国・英国ともにがん対策にお

いても強調されていた。日本では国のがん対策

推進基本計画においては「医療の均てん化」と

いう文言において、格差に関する言及が見られ

るものの、様々な社会経済的な指標によるがん

のアウトカムに関するモニタリングや目標設

定は十分ではない。健康日本 21 における目標

設定とともに、がん対策推進基本計画において

も健康格差の視点を強調するべきであると考

える。 

 

E. 結論 

 次期健康日本 21 および第四期がん対策推進

基本計画の策定にあたり、米国・英国での取り

組みを参考に、日本において取り組むべき課題

として、モニタリングおよびデータベースの充

実、指標の優先順位の明確化、健康格差への取

り組み、それらを可能とする組織体制の構築の

重要性が明らかとなった。 

 

Ｆ．健康危険情報 
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１．特許取得 
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２．実用新案登録 

該当なし 

 

３．その他 

該当なし
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表2. がん領域における⽬標

⽬標設定

⽅法

がん⼀般 全体的ながんによる死亡率を減らす̶ C-01 コア⽬標

がんは、⽶国で2番⽬に多い死因です。⼈々が喫煙をやめ、健康的な
⾷事をし、より多くの運動をするのを助けるための戦略は、さまざまな種
類のがんによる死亡を減らすのに役⽴ちます。ワクチン、スクリーニング⼿
順、および新しい治療法も、がんによる死亡を減らすのに役⽴ちます。

2018年に⼈⼝10万⼈あ
たり149.1⼈のがんによる
死亡が発⽣

⼈⼝10万⼈あたり122.7⼈のが
んによる死亡 Projection

加重最⼩⼆乗法と50％の予測区間
での予測を使⽤して近似された線形ト
レンド

がん⼀般 ⼥性の乳がんによる死亡率を下げる̶ C-04 コア⽬標

乳がんは、アメリカ⼈⼥性で最も⼀般的な種類のがんの1つです。乳が
んによる死亡率は近年低下していますが、⼀部の⼈種/⺠族グループで
は依然として⾼いままです。乳がんのスクリーニング、個別化された治療、
および地域密着型のがん対策の取り組みを強化するための介⼊は、乳
がんによる死亡を減らすために重要です。

2018年に発⽣した⼥性
10万⼈あたり19.7⼈の乳
がん死亡が発⽣

10万⼈の⼥性あたり15.3⼈の
乳がんによる死亡 Projection

加重最⼩⼆乗法と50％の予測区間
での予測を使⽤して近似された線形ト
レンド。

がん⼀般 結腸直腸がんによる死亡率を下げる̶ C-06 コア⽬標

結腸直腸がんは、⽶国におけるがんによる死亡の最も⼀般的な原因の
1つです。⼈々が結腸直腸がんを⽣き残る可能性が⾼いときに、結腸直
腸がんを早期に発⾒するための効果的なスクリーニングツールがありま
す。推奨されるスクリーニングの使⽤を増やし、⼈々が⾝体活動を⾏い、
健康的な⾷事をするのを助けるための戦略は、結腸直腸がんによる死
亡率を減らすための鍵です。

2018年に⼈⼝10万⼈あ
たり13.4⼈の結腸直腸が
んによる死亡が発⽣

⼈⼝10万⼈あたり8.9⼈の結腸
直腸がんによる死亡 Projection

加重最⼩⼆乗法と50％の予測区間
での予測を使⽤して近似された線形ト
レンド。

がん⼀般 前⽴腺がんによる死亡率を下げる̶ C-08 コア⽬標

前⽴腺がんは、最も⼀般的に診断されるがんであり、アメリカ⼈男性の
がんによる死亡の2番⽬に多い原因です。前⽴腺がんによる死亡率は、
⼀部のグループでは他のグループよりもはるかに⾼くなっています。研究に
よると、前⽴腺がんを綿密に監視することは、早期に診断された男性の
前⽴腺がんによる死亡率を減らす効果的な⽅法です。

 2018年に男性10万⼈あ
たり18.8⼈の前⽴腺がん
による死亡が発⽣

男性10万⼈あたり16.9⼈の前
⽴腺がんによる死亡 改善率 ベースラインから10％の改善

がん⼀般 ⽇焼けを報告する9年⽣から12年⽣の⽣徒の割合を減らす
̶ C-10 コア⽬標

⽪膚がんは、⽶国で最も⼀般的に診断される種類のがんですが、⽪膚
がんのほとんどの症例は予防可能です。⽇焼けは、特に⼈⽣の早い段
階で、⽪膚がんのリスクを⾼める可能性があります。コミュニティ全体のプ
ログラムと教育、環境、および政策の介⼊は、9年⽣から12年⽣の⽇焼
けを防ぐ⾏動を増やすのに役⽴ちます。

 2017年の過去12か⽉間
に9年⽣から12年⽣の⽣
徒の57.2％が⽇焼けを報
告

52.20% パーセンテージポイ
ントの改善

コーエンのh効果サイズ0.10を使⽤した
ベースラインからのパーセンテージポイン
トの改善

がん⼀般 診断後5年以上⽣存しているがん⽣存者の割合を増やす̶
C-11 コア⽬標

がんの⽣存率は、がん患者の健康状態を改善する取り組みの成功を
測定するための重要な⽅法です。⽣存率は時間とともに増加しています
が、⼈種/⺠族、社会経済、⽣物学、地理的な格差は残っています。
効果的な標的療法を開発し、すべてのグループに予防戦略を使⽤する
ことは、がん患者の⻑⽣きを⽀援するための鍵です。

2014年の診断後5年以
上⽣存していたがん患者の
64.1％

66.20% Projection
加重最⼩⼆乗法と50％の予測区間
での予測を使⽤して近似された線形ト
レンド。

がん⼀般 がんサバイバーの⽣活の質を向上させる̶ C-R01 研究⽬標

この⽬的は現在研究状況にあります。つまり、これに対処するための証
拠に基づく介⼊がまだ開発されていない、優先度の⾼い公衆衛⽣の問
題です。信頼できるベースラインデータが利⽤できる場合とない場合があ
ります。ベースラインデータとエビデンスに基づく介⼊の両⽅が利⽤可能に
なった場合、この⽬標は、Healthy People2030のコア⽬標になる可
能性があります。

がん⼀般 がんを予防するための介⼊について医療提供者と話し合う
⼈々の割合を増やす̶ C-R02 研究⽬標

この⽬的は現在研究状況にあります。つまり、これに対処するための証
拠に基づく介⼊がまだ開発されていない、優先度の⾼い公衆衛⽣の問
題です。信頼できるベースラインデータが利⽤できる場合とない場合があ
ります。ベースラインデータとエビデンスに基づく介⼊の両⽅が利⽤可能に
なった場合、この⽬標は、Healthy People2030のコア⽬標になる可
能性があります。

⼝腔ケア 初期段階で検出された⼝腔がんと咽頭がんの割合を増やす
̶ OH-07 コア⽬標

⼝腔がんと咽頭がんは、唇、頬、⻭茎、喉、⾆などの領域に影響を及ぼ
します。これらのがんが早期に診断されると、治療が容易になりますが、
⼝腔がんおよび咽頭がんのほとんどの⼈は、初期段階では診断されませ
ん。⻭科医院に⾏くたびにこれらのがんをスクリーニングすると、特にアル
コールやタバコの使⽤や特定の種類のウイルス感染のためにリスクが⾼い
⼈では、早期診断につながる可能性があります。

⼝腔がんおよび咽頭がんの
29.5％が2016年の最も
早い段階（ステージ1ロー
カライズ）で検出

34.20% パーセンテージポイ
ントの改善

コーエンのh効果サイズ0.10を使⽤した
ベースラインからのパーセンテージポイン
トの改善

予防 乳がんのスクリーニングを受ける⼥性の割合を増やす̶ C-
05 コア⽬標

乳がんを早期に発⾒することは、⼥性の乳がんによる死亡を防ぐのに役
⽴ちます。⼥性がスクリーニングを受けない場合、乳がんの⼥性が後の
段階で診断され、乳がんで死亡する可能性があります。乳がん検診率
を上げることは、乳がんによる死亡を減らすための鍵です。

50〜74歳の⼥性の
72.8％が2018年に乳がん
検診を受診

77.10% パーセンテージポイ
ントの改善

コーエンのh効果サイズ0.10を使⽤した
ベースラインからのパーセンテージポイン
トの改善。

予防 結腸直腸がんのスクリーニングを受ける成⼈の割合を増やす
̶ C-07 コア⽬標

結腸直腸がんは、⽶国におけるがんによる死亡の最も⼀般的な原因の
1つであり、結腸直腸がんの発⽣率は少数⺠族でより⾼くなっています。
さまざまなスクリーニング⽅法で結腸直腸がんを早期に発⾒し、死亡を
防ぐことができます。結腸直腸がんのスクリーニングへの少なくとも2つのア
プローチを含む介⼊は、より多くの成⼈が推奨されるスクリーニングを受け
るのに役⽴ちます。

50〜75歳の成⼈の
65.2％が、2018年の最
新のガイドラインに基づいて
結腸直腸がんのスクリーニ
ングを受診

74.40% パーセンテージポイ
ントの改善

コーエンのh効果サイズ0.20を使⽤し
た、ベースラインからのパーセンテージポ
イントの改善

予防 ⼦宮頸がんのスクリーニングを受ける⼥性の割合を増やす̶
C-09 コア⽬標

パパニコロウ試験が導⼊されて以来、⼥性は⼦宮頸がんにかかる可能
性が低く、⼦宮頸がんで死亡する可能性も低くなっています。しかし、近
年、⼦宮頸がんのスクリーニングを受ける⼥性の数は実際には減少して
おり、⼀部のグループは他のグループよりもスクリーニングを受ける可能性
が低くなっています。⼦宮頸がんのスクリーニング率を⾼めるための戦略に
は、患者と医療提供者の両⽅を対象とした介⼊が含まれます。

 21〜65歳の⼥性の
80.5％が、2018年に最新
のガイドラインに基づいて⼦
宮頸がんのスクリーニングを
受診

84.30% パーセンテージポイ
ントの改善

コーエンのh効果サイズ0.10を使⽤した
ベースラインからのパーセンテージポイン
トの改善。

予防 乳がんおよび/または卵巣がんの遺伝カウンセリングを受けるリ
スクの⾼い⼥性の割合を増やす̶ C-D01 開発⽬標

この⽬標は現在開発状況にあります。つまり、これに対処するための証
拠に基づく介⼊が⾏われている優先度の⾼い公衆衛⽣問題ですが、信
頼できるベースラインデータはまだありません。ベースラインデータが利⽤可
能になると、この⽬標は、Healthy People2030のコア⽬標になると⾒
なされる場合があります。

予防 リンチ症候群の検査を受ける結腸直腸がん患者の割合を増
やす̶ C-R03 研究⽬標

この⽬的は現在研究状況にあります。つまり、これに対処するための証
拠に基づく介⼊がまだ開発されていない、優先度の⾼い公衆衛⽣の問
題です。信頼できるベースラインデータが利⽤できる場合とない場合があ
ります。ベースラインデータとエビデンスに基づく介⼊の両⽅が利⽤可能に
なった場合、この⽬標は、Healthy People2030のコア⽬標になる可
能性があります。

呼吸器疾患 肺がんによる死亡率を下げる̶ C-02 コア⽬標

肺がんは、⽶国で最も⼀般的で致命的ながんの1つです。肺がんによる
死亡率は近年減少していますが、性別や⼈種/⺠族によって⼤きな格
差があります。証拠は、タバコの開始を防ぎ、⼈々が喫煙をやめるのを助
けるためのスクリーニングと介⼊が肺がんによる死亡数を減らすのに役⽴
つことを⽰しています。

 2018年に⼈⼝10万⼈あ
たり34.8⼈の肺がんによる
死亡が発⽣

⼈⼝10万⼈あたり25.1⼈の肺
がんによる死亡 Projection

加重最⼩⼆乗法と50％の予測区間
での予測を使⽤して近似された線形ト
レンド。

呼吸器疾患 肺がんのスクリーニングを受ける成⼈の割合を増やす̶ C-
03 コア⽬標

肺がんのスクリーニングは、リスクの⾼い⼈々（主に現在および以前の喫
煙者）の肺がんによる死亡を防ぐのに役⽴ちます。しかし、この集団のス
クリーニング率は⾮常に低いままです。医療提供者と肺がんのリスクがあ
る⼈々の両⽅の間で、スクリーニングの推奨事項に関する知識を増やす
ことは、死亡を防ぐのに役⽴ちます。タバコの開始と中⽌に関する知識を
増やすことも、肺がんによる死亡を防ぐのに役⽴ちます。

55〜80 歳の成⼈の
4.5％が、2015年に最新
のガイドラインに基づいて肺
がんスクリーニングを受診

7.50%
Minimal

statistical
significance

ベースラインと同じターゲットの標準誤
差を想定した、最⼩⼗分統計量。

⽬標設定⽅法の詳細⽬標 ⽬標の種類 概要
ベースライン（年齢は

2000年の標準⼈⼝に調
整）

⽬標
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